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『特例インドネシア人看護師候補者のだ月管理 研修の実施等に関する指針の
一部を改正する件1及び「特例フィツピン人看護師候補者のだ月管理 研修の
実施等に関する指針を定める件Jについて

政府は 昨年 3月 「経済上の連携に関する日本国とインドネシア共和国との間の協定」
(以下「PL協定」という )及び「経済上の連携に関する日本国とフィリピン共和国との
間の協定J(以下 ∫比協定Jと いう。)に基づき平成 20年度及び平成 21年度に人回した
外国人看護師 介護福祉士候補者について 外交上の配慮の観点から 一定の条件の下
特例●|に 1年間に限り滞在期間の延長を記めることとした (「経済連携協定 (EPA)に
基づくィンドネシア人及びフィリピン人看護師 介護福祉士候補者の滞在期間の延長に
ついてJ(¬霙23年 3月 ll口 閣議決定。以下 fl●1議決定Jと いう。)01添 1)を参照).
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本特例r.r置は 協定外の枠組みにおいて、協定に規定する我が回の義務を超えて 協だ
に基づく滞在期間を超えて日本で・ t労 研修を泄続し国家試験を受験する機会を 1回に
限り,られるようにすることを目的としたものである。
上記固議決定による満生期間の延長を認めるに当たっての条件に関し '特例インドネ
シア人看錮 i候補者の雇用管理 研修の実施等に関する指,「J(平成 23年●生労働省告
示第 192号.以下「特例PL指夕IJ という。)では 平成 20年度に入回し平成 23年度中に
脇定に基づく滞在期間が満了したインドネシア人を護師候補者について お在期間の延
長を認める条件等を定めていたところである。

今般 平成 24年度中に協定に基づく滞在切問が満了する候補者について滞在期間の延
長を認める条件等を定めるべく 特l●l尼指針を改正して平成 21年度に入国したインドネ
シア人看護師候補者及び平成 20年度に人口したインドネシア人介護福祉士候|お■につい
て滞在期間の延長を認める条件等を定める (改正後の特例尼指針は別添 2)と ともに 「牛
例フィリピン人看護1市候補者の雇用管理、研修の実施等に関する指を|∫ (平成 24年厚生
労働省告示第 190号。以下「特lFl比指針Jと いう。)を別添 3のとおり定め 平成 21年
度に入日したァィリピン人看護師候補者について滞在期間の延長を認める条t等を定め
ることとしたものである.

今般の特例尼指針及び特例比指i■ (以下 鴨 例指針」という )の適用に際しての留意
点は下記のとおりであるので 御了知頭いたい.
なお 法務省により 特例指針で定めた条件を在留資

"の
絆可要件として位置づける

ための指針 (以下 f7_■ .省告示J という。)力: 近日中に告示され 適用される予定であ
る.

記

第一 特例看譲飼 劇哺者について
一 総論 (特例増針第一関係〉
1 特例受入れ機関の責務について
特例受入れ機関は 特例インドネシア人第二陣な護lT候補者及び特例フィリピ
ン人看護師候補者 (以下「特例看護師候補者」という。)が それぞれインドネシ
ア及びフィリピンの看護師の資格を有していること また 入日前においてイン
ドネシア人候補者については 2年以上 フィリピン人候i市きについては3年以上
の看護業務の実務経験を積み 入回後においては2年を超える研修を通じて言護
師の資格の取得に必要な知識及び技術の修得を図ってきていることを考慮し 当
該候補者が意欲を持って就労 研修に取り,あることを旨としっっ 各候補者に
よつて異なる背景に応じて 適正な雇用管理及び質の高い研修体制の確保に取り
紅むべきものであること.

2 労働関係法令 社会 労働保険の適用について
特rl受入れ機関において雇用契ilに基づいて就労 研修を行う特例看護師候補
者は 我が国の労働問孫法令及び社会 労働保険が適用されるものであること.
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二 特例受入れ機関における研修としての就労 (特例指針第二関係)
1 特例五証田美希者の要件等 鮨 冽尼指針第二の一の 1及び特例比指針第二の一
関係 )

(1)特例受入れ機関と特例看該師候補者との雇用契約について
ll例受入れ施設において特例着護ljTttI「者が報酬を受けて行う就労 研修は
法務省告示による●留資格変更の計可を受けようとする者 (以下第一において「許

可希望者Jと いう.)と 当該許可希望者を協定に基づき雇用していたl17関 との雇河
契約に基づいて行われる必要があること.

(2)特例看護m員補者としての4t留許・j後の活動について
特例着護lT候補者は 平成 24年度に実施される看護師国家試験 (以下「平成 24
年度看護lT試験Jと いう。)ま での剪噂は 平成・ 4年度着護師試験に合格し 看
護師資イを取得するために必要な歳労 研修に精励するとともに 平成 2年■看
護師試験以降の期間は 詐可された在留期間内において =き 続き就労 研修を
行 うことができることとしたこと

(3)平成 23年度に実施されたを護師国家試験の■点について
rFr例尼指針第二の一の 1の (2)で準用する同(1ルび特例比指

'1第

二の一の 3の

要作については 外交 Lの配慮に基づき 外務省から「第 101回 (平成 23年度)
看談師国家試験の必 l_FF・1題の合格基準となる点と一般問題及び状況設定問題の合

格基準となる点との合司点の 5割以上の得点,以上とするよう厚生労働省^通知
されたことを受けて 平成 23年度に実施された看護lT国家試験 (以下「平成 23
年度看護師試鈍 という.)の総得■ (第 101回 r設師国家試験成絞逓知書におけ
る必修問題及び一般問題 状況議定問題の得点の合言卜をいう。)が ,,点以上と決
定したこと。

2 特例受入れ施設の要件 (特例尼指針第二の一の 2及び特例比指針第二の二関係 )
(1)f不正の行為Jについて
特例尼指針第二の一の 2の (1)及び特lF比指針第二の二の 1で準用する協定
指針第二の一の 3の (7)の 「不正の行為」については 「経済上の違携に関する
日本国とインドネシア共和国との間の協定に基づく看護及び介護分野におけるイ

ンドネシア人看護1市等の受入れの実施に関する指針Jについて,(平成 20年 5月 19

日付け医政発第 0519001号 職発第 0519001=、 社,発第 0519001号 老発第
051'004号 (最終改正平成 22年 10月 7日 付け医政発 1007第 3号 職発 1007第
1= 社援発 1007第 3号 老■ 1007第 1号).以下第一において『尼協定通知J
という。)及 0「経済上の連携に関する日本国とフィツピン共和国との間の協定に
基づくそ護及び介護分野におけるフィリピン人を護師等の受入れの実施に関する

l●夕IJについてJ(平成 20年 11月 6月 ●け医政発第 ■06012号 職発知 10600,
社援発第 n o6oo4号  老発第 H06007号 帳 終改正平成 23年 10月 2,日 付け医政
発 10・7第 10号 職発 1027第 2号 l■t発 102,第 16号 老発 lo27第 3号 )。 以
下 f比協定道知」という。)の記の第四と同様であること.
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(2)在 留査を変更時報告、定期報告及び肛時報告について     '
0 報告の様式について
特例PL指,1第この一の 2の (3)及び特例比指針第二の二の 3に関し、牛例
受入れ機関は 在留資格変更|.報告は別紙様式第 1号により 定翔報告及び随
時報告は尼協定通知及び比協定道知 (以下「協定通知Jと いう.)の相当するIt
式により それぞれ受入れ調整機関 (社団法人国際厚生事業団)に提出するこ
とにより行うこと。なお 協定過如様式

～
-1男 1● 1については研修責任者

が 協定遍郷様式第 2-2別紙 2については特例を熊lT候補きが それぞれ記
入するものであること.

② 報告の提出峙期について
特例尼指針第二の一の2の (3)のイ及び特例比指Fl第二の二の 3の (1)
による在留資 l・綾 更時報告については その雇用するる識師候補者が法務省告
示による在留資格変更の計可を受けた日から2週間以内に受入れ調整機関に報
告するものであること.

特例尼指針第二の一の 2の (3)の 口及び特例比指全1第二の二の 3の (2)
による定朝報告については 平成 25年 1月 1ロ ヨ在の特例受入れ施設の要件及
び雇用契約の要■の連守状況に関するものは平成 25年 2月 20口 までに また
平成 24年 10月 1日 況在のrr修の実施状況に関するものは平fl・4年 11月 20ロ
までに それぞれ受入れ調整機関に報告するものであること。
特例尼指針第二の一の 2の (3)のハ及び特例比指針第二の二の 3の (3)
による随時報告については ,例看護師l‐補者の死亡 失踪 不法就労活動に
関するものはこれらの事実を把握した日から2週間以内に r柳看護師候補者
の平成 24年度看褻師試験の合否結果に関するものは当該試験の合否発表日から
2週間以内に 特lFl看護師候補者の帰国に関するものは帰国曰から2週間以内
に それぞれ受入れ調整機関に報告するものであること

3 硼修の要件 (特例尼指針第二の一の 3及び特Fal比指針第二の三関係 )
(1)「看護研修改善計画Jについて
① 者護研修改善計画の作成の基本について
特lll PL指針第二の一の 3及び特例比指針第二の三中の 嗜 護研l_X改善計画」
については 平成 23年度看護IT試験の時点における看護研修計画に対する受入
れ機関による評価を踏まえ 病院の実信等に応して 自己学習環境の整備 研
修時間の確保 通信教育の利用 看護師学校養成所での聴講 地域の研修機会
の活用等を検討した上で 特例モ護師候補者ごとに その学習のコき状況を踏
まえ 平成 24年度看護師試験の合格を目指すための改善内容について明ら力■こ
したものとし 別紙様式第2-1号により4成するものであること.
② 看護研修プログラムの策定について
な護研修改善計画の一.lと して 平成 2年度看護師織験までの間における研
修 学習内容及び工1達目標等を具体的に定めた 嗜 護研修プログラム」を策定
するものであること.
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(2)特例看護師候補者が従事する業務について
特例看護師候補者が従事する業務の内容については 滞在効問の延長の趣旨に
かんがみ 協定に基づく格 且みの時に引き続き 当該候補者の経験や意向も踏ま
えつつ 我が国での電護IT資格の取うに資するような業務に従烹させるよう 最
大限配慮するものであること.

(3)「研修責任者J及び 「研修支援者Jについて
O 特例尼指針第二の一の 3の (3)及び特例比詣夕1第二のこの 3の 「研修責
任者Jは着護研修改善計画の立案 研修の統括 さらには外部機関との連絡
調整等に当たる者を また f研修文l‐者」は特例看護師候補者に対する0
門的な知識及び技術に関する学習の支援 日本語学習の支援 生活支援等に
当たる者をいうこと.

嚇 修支援者Jは上記支援の分野毎で複数名配置し 又は支援の分野を,t
れて5・●・・すること.また 「研修責任者Jが [研修支援者」を兼ねることもで

'    きること.
0 特t・陀 指針第二の一の 2の (1)及び特 tl比指針第二の二の 1に より準用
する協定持 1第この一の 3の (3)において「看護賊員の半数以上がそ護師
であることJと しているが この要件の取扱いについては 協定通知の記の
第二の二の5(2)の 取板いと同様で差し文えないこと。

4 特例受入れ機関との雇用契約の要件 皓 例尼指針第二の一の4及び特例比指針
第二の四関係)

特例FL指針第二の一の 4及び特例比指針第二の四の屁月契約の要41については
協定通知の記の第二の一の2と 同様であること。

5 そのlL
(1)特例看護師候補者としての滞在
特例を護師候補者の滞在は 特lJ晴護師候補者としての在留許可を受 |サた最初
の日から1年間とされること.
(2)診辰報副上の配置基準の取扱いについて
特例看護師候補者の診療報酬上の配置基準の取扱いについては 協定迪知の記
の第二の二の2と 同様であること.

(3)特例看護lT候補者の不法就労の防止等
特例看護師候補者の不法 .t労の防止等については 協定通知の記の第六と同様
であること.

(4)在留資級 び証労可能な施設について
特例乖護師候補者の我が回での在宮資格は

'特
定活動Jと することとされてお

り 雇用契約を締結する機関及び就労する施設を指定して在留が詐可されること。
なお 特例看護lTIF補者は 特例受入れ機関が設立している病院以外の施設にI・
いて成労することはできないこと.
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三 看護師の資格取得後の就労 〈特●l尼指針第二の一及び特冽比指針第二関係)
特例看護師候補者が看静 Tの資格を取行したときは 協定に座づくを設師として
の滞在 就労が可能である.

四 厚生労働省による確潔 (特例尼指針第四の一及び特例|ヒ指針第四関係)
1 厚生労働省による確認の概要
″例尼指拿1第四の一及び特例比指針第四において 許可希望者を受け入れよう
とする機関 (以下 「受入れ希望機関Jと いう。)からの依頼に応 じて 当省T.l業安
定局長は当核機関が協定に基づき計可希望者を現に雇用する者であるか否かを確

認し また 同省医政局長は 十可希望者の研修に取り組む意思及び平成 23年度
五護師試験の得点 時 例足指倒第二の一の 1の (2)で準用する伺 (1)の 口及
びンヽ及び特例比指針第二の一の 2及び3)受 入れ機関が適切な研修を実施する意
思 (特例尼F日第二の 1の 2の (2)及び特例比指針第二の二の2)及び受入れ
機関による看護研修改善計画のll成及びその実施体制の整備 孵 例尼指針第二の

一の 3の (1)か ら (3)ま で及び特Fl比指針第二のこの 1か ら3まで)に関す
る要件を満たすか否かを確認し 両者が連名で それらの結果を当該機関に対し
て通知するものであること

なお 法務省告示による●留資格変更の許可の中請に当たっては 法務省から
当該確認結果通知の書面の添付を求められることとなるので 受入れ希望機関及
び候補者におかれては留意すべきであること

2 受入れ希望機関による確認依頼の様式
1の体頼については 証可希望者が特例フィリピン人言護師候補者である場合
は平成 4年 4月 13日 (全)までに別紙様式第3-2号を 許可希望者が特例イ
ンドネシア人第二陣看護師候補者である場合は同月 27曰 (全)までに,1紙様式第
3-1号を 当省職業安定局長及び区政局長に対し 別紙様式第2-1号を添付
の上 提出することにより行うものであること。

工 受入れ調整機関による相談対応等 (特冽指針第二関係 )
特例指,I第二において 受入れ調整機関は 特例受入れ機関からの報告の受理
特例着護lT候補者の入出国及び滞在に係る支援 特例看護師候補者からの相談等に
対する●応並びに特例受入れ機関に対する相談対応を実施するものであること。ま
た、受入れ岡密機関は 協定に基づく枠組みの時と同様に 受入れ機関番号及び候
補者番号を―意的に付番することにより 特例受入れ機関及び特例候補者に関する
情報管理等を行うとともに 脇定に基づく枠組みの時の管理情報と相互に参照可能
とするものであること。

第二 特例インドネシア人介護福祉士候補者について
一 総論 ∝ 例尼指針第一関係)
1 特例受入れ機関の責務について
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